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（証券コード6489） 
平成30年８月15日 

株 主 各 位 
東京都中央区新川一丁目５番17号 

 
代表取締役社長 松 原   正 

 
第72回定時株主総会招集ご通知 

 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 
 さて、当社第72回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に各議案に対
する賛否のご表示をいただき、平成30年８月29日（水曜日）午後５時30分までに到着するよう
に、ご送付くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
 

記 
1. 日   時  平成30年８月30日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時） 
2. 場   所  東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号 
   ロイヤルパークホテル ３階「ロイヤルホール」 
   （末尾の会場ご案内図をご参照ください｡） 
3. 目 的 事 項  
  報告事項 1. 第72期（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）事業報告、連

結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件 

  2. 第72期（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）計算書類報告
の件 

  決議事項   
   第１号議案 剰余金の処分の件 
   第２号議案 取締役６名選任の件 
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4. その他本招集ご通知に関する事項 
  本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、｢連結計算書類の連結注記表」および「計
算書類の個別注記表」につきましては、法令および定款第16条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.maezawa.co.jp）に掲載しておりますので、
本招集ご通知添付書類には記載しておりません。従いまして、本招集ご通知添付書類に記載
されている連結計算書類および計算書類は、会計監査人および監査役会が監査報告書を作成
するに際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部であります。 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申しあげます。 
２．株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.maezawa.co.jp）に掲載させてい
ただきます。 
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（添付書類） 
事  業  報  告 
（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで） 

 
1. 企業集団の現況に関する事項 
（1）事業の経過および成果 
 当連結会計年度におけるわが国の経済状況は、個人消費の持ち直しや設備投資の緩やかな
増加に加え、雇用情勢の確実な改善などを背景に、景気は緩やかに回復していると思われま
す。一方で、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動に留意する必要があり、依然として
不透明な状況で推移しました。 
 当社グループを取り巻く事業環境は、公共投資は底堅く推移しているものの、公共投資関
係費の削減およびコスト縮減が行われたことによる企業間競争の激化により、非常に厳しい
環境が続きました。 
 このような状況のもとで当社グループは、成長企業への更なる転換を図るため、顧客ニー
ズを的確に捉えたソリューション提案を強化するほか、グループ一丸となった販売体制の強
化を推進し、販売活動を展開してまいりました。その結果、当連結会計年度の業績は、受注
高は29,264百万円 (前期比4.5％減) となりましたが、売上高は28,612百万円 (前期比
9.4％増) となりました。 
 損益につきましては、トータルコストダウンの更なる追求や生産効率の大幅な向上をめざ
し、低原価体質を基調とした強固な企業体質の構築を推し進めるべく諸施策を実施し、経常
利益は1,177百万円 (前期比267.7％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は890百万円 
(前期比574.4％増) となりました。 
 
 部門別の概況は、次のとおりであります。 

 
部        門 受  注  高 

（百万円） 
 売  上  高 

（百万円）  

環 境 事 業 12,290  11,024 

バ ル ブ 事 業 9,049  9,554 

メ ン テ ナ ン ス 事 業 7,924  8,033 

合        計 29,264  28,612 
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① 環境事業部門 
 当部門におきましては、老朽化した施設の更新・再構築などにかかる需要に主眼をおい
て、それらにかかる水処理機械設備の販売活動を推し進めました。また、土壌・地下水汚
染浄化、産業廃水処理および有機性廃棄物資源化などの需要に対しソリューション営業を
展開し、民需事業の基盤の充実に努めました。 
 当連結会計年度は、公共投資関係費の削減など、引き続き厳しい事業環境が続き、受注
高は12,290百万円 (前期比8.0％減)、売上高は11,024百万円 (前期比11.3％増) となり
ました。 

 
② バルブ事業部門 
 当部門におきましては、浄水場、配水池、配水管、下水処理場、ポンプ場、農業用水幹
線路、揚・排水機場などの整備、更新、耐震化にかかる各種弁・栓・門扉類の需要に対し、
幅広く販売活動を展開しました。 
 当連結会計年度は、公共投資関係費の削減など、引き続き厳しい事業環境が続き、受注
高は9,049百万円 (前期比7.6％減)、売上高は9,554百万円 (前期比1.8％増) となりまし
た。 

 
③ メンテナンス事業部門 
 当部門におきましては、上水道事業、下水道事業、農業用水・河川事業などの各分野に
おける設備・機器のメンテナンスにかかる需要に対し、販売活動を推し進めました。 
 当連結会計年度は、公共投資関係費の削減など、引き続き厳しい事業環境が続き、受注
高は7,924百万円 (前期比5.6％増)、売上高は8,033百万円 (前期比16.8％増) となりま
した。 

 
（2）設備投資および資金調達の状況 
 当連結会計年度の設備投資額は、510百万円であり、その主なものは、木型・金型の更新
142百万円などであります。 
 これらに要する資金は、すべて自己資金をもって充当しました。 

 
（3）事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 
 該当事項はありません。 

 
（4）他の会社の事業の譲受けの状況 
 該当事項はありません。 

 
（5）吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 
 該当事項はありません。 
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（6）他の会社の株式その他持分または新株予約権等の取得または処分の状況 
 該当事項はありません。 

 
（7）対処すべき課題 
 当社グループは、経営理念である「水とともに躍進し 人間らしさを求め 社会に貢献でき
る魅力ある企業」の実現をめざし、事業を展開しております。創業以来80年にわたり実績
を積み上げてきた上下水道用機器・水処理装置の製造および販売をもとに、“水”に関わる分
野の社会資本整備、浄化事業に積極的に取り組み、人と環境に優しい技術・製品を提供して
まいります。 
 当社グループの主要事業である上下水道事業においては、少子高齢化に伴う人口減少によ
る収入不足、技術者不足や高度成長期に整備された施設・設備の老朽化対策など多くの課題
を抱えております。これらの課題への取り組みに加え、地震などの自然災害に対する防災・
減災、エネルギー問題への対応など、当社グループが果たすべき役割は一層高まっていくも
のと思われます。 
 こうした状況の中、当社グループは10年後の社会、事業環境、顧客ニーズの変化を見据
え、持続的な成長をめざすために､「Be a Challenger 2020」をスローガンとした中期
３ヵ年経営計画（2018年度～2020年度）を策定し､「成長事業の確立｣､「既存事業の改
革｣、｢経営基盤の強化」の3つの施策に取り組んでまいります。 
① 成長事業の確立 
 現有技術・製品による新市場の開拓に加え、イノベーションにより生まれた技術、製品、
システム、ビジネスモデルによる事業の拡大をめざします。 
（ⅰ）バイオガスプラント技術を核にした農業分野等におけるバイオマス事業 
（ⅱ）膜ろ過技術、水流制御技術を核にした水関連ビジネスのグローバル展開 
（ⅲ）IoT、AIを活用した技術・製品・ビジネスモデルの開発 
② 既存事業の改革 
 既存事業（環境事業、バルブ事業、メンテナンス事業）において、顧客ニーズを捉えた
技術・システムの開発・改良と顧客への提案を行い、受注の確保、拡大を行うとともに、
生産性向上による業務の迅速化、原価低減等をめざします。 
③ 経営基盤の強化 
（ⅰ）働き方改革の推進 
（ⅱ）リスクマネジメントの充実 
 これらにより、水関連企業、更に環境関連企業として国内外に貢献し、持続的な発展がで
きる企業づくりをめざしてまいります。 
 株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し
あげます。 



 
02_0771701103008.docx 
 7/31/2018 5:01:00 PM印刷 4/21 

― 6 ― 

（8）財産および損益の状況の推移  

区         分 
第 69 期 第 70 期 第 71 期 第 72 期 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 
(当連結会計年度) 

受 注 高 (百万円) 29,569 25,746 30,657 29,264 

売 上 高 (百万円) 29,045 28,833 26,161 28,612 

経 常 利 益 (百万円) 703 848 320 1,177 
親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 505 442 132 890 

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 27.60 24.16 7.21 48.60 

総 資 産 (百万円) 33,999 33,001 31,812 31,732 

純 資 産 (百万円) 15,822 15,741 15,924 16,887 

１株当たり純資産 ( 円 ) 862.97 858.58 868.61 921.14 
 （注）1. 第69期は、企業集団の連携を強化することにより販売力の強化を推進し、増収増益となりました。 

2. 第70期は、企業集団の連携を強化することにより販売力の強化を推進しましたが、受注高の減少、
特別損失の発生により減収減益となりました。 

3. 第71期は、企業集団の連携を強化することにより販売力の強化を推進しましたが、受注時期の遅れ
などにより減収減益となりました。 

4. 第72期（当連結会計年度）の状況につきましては、前記「(1) 事業の経過および成果」に記載のとお
りであります。 

 
（9）重要な親会社および子会社の状況 
① 親会社との関係 
 該当事項はありません。 

 
② 重要な子会社の状況  
会 社 名 資  本  金 

（百万円） 
当社の出資比率 
（％） 主要な事業内容 

株式会社前澤エンジニアリングサービス 80 100 
上下水道用機器・水処理
装置の修繕・据付工事、
維持管理 

株式会社ウォーテック北海道 20 100 上下水道用機材の販売 
  当社の連結子会社は、上記重要な子会社の状況に記載の２社であります。 

 なお、株式会社ウォーテック北海道につきましては、現在事業を休止しております。 
 
（10）主要な事業内容（平成30年５月31日現在） 

 当社グループは、上下水道用機器・水処理装置の製造および販売をもとに、環境関連分野
の社会資本整備、浄化事業に取り組んでおります。 
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（11）主要な営業所および工場（平成30年５月31日現在） 
 

名     称 所  在  地  名     称 所  在  地 
本 店 所 在 地 東 京 都 中 央 区 新 潟 営 業 所 新 潟 市 
本 社 川 口 市 茨 城 営 業 所 水 戸 市 
環 境 事 業 本 部 川 口 市 東 京 支 店 東 京 都 中 央 区 
バ ル ブ 事 業 本 部 川 口 市 横 浜 支 店 横 浜 市 
埼 玉 製 造 所 幸 手 市 名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 
北 海 道 支 店 札 幌 市 大 阪 支 店 大 阪 市 
東 北 支 店 仙 台 市 中 国 支 店 広 島 市 
北 関 東 支 店 川 口 市 九 州 支 店 福 岡 市 
㈱前澤エンジニア 
リ ン グ サ ー ビ ス 川 口 市   

 
（12）使用人の状況（平成30年５月31日現在） 

① 当社グループ 
 

従  業  員  数 
（名） 前期末比増減 平 均 年 齢 

（歳） 
平均勤続年数 

（年） 
男   性 783 14名増 45.7 15.3 
女   性 149 7名増 40.0 14.7 
計・平均 932 21名増 44.8 15.2 

 
② 当社 

 
従  業  員  数 

（名） 前期末比増減 平 均 年 齢 
（歳） 

平均勤続年数 
（年） 

男   性 555 3名増 45.1 16.7 
女   性 125 5名増 40.0 15.5 
計・平均 680 8名増 44.3 16.5 

 
（13）主要な借入先（平成30年５月31日現在） 

① 当社 
 

借     入     先 借     入     額 
（百万円） 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 965 
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 500 
株 式 会 社 り そ な 銀 行 200 
株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 200 
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 100   
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② 子会社 
 

借     入     先 借     入     額 
（百万円） 

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 200 
株 式 会 社 滋 賀 銀 行 134 

 
（14）その他企業集団の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 
 
2. 会社の株式に関する事項（平成30年５月31日現在） 
（1）発行可能株式総数 80,000,000株  
（2）発行済株式の総数 21,425,548株 (自己株式3,092,176株含む) 
（3）当期末株主数 4,634名  
（4）大株主（上位10名） 
 

株       主       名 持  株  数 
（千株） 

持 株 比 率 
（％） 

前 澤 化 成 工 業 株 式 会 社 1,229 6.70 
前 澤 給 装 工 業 株 式 会 社 1,198 6.53 
公 益 財 団 法 人 前 澤 育 英 財 団 1,036 5.65 
前 澤 工 業 取 引 先 持 株 会 1,002 5.46 
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 721 3.93 
株 式 会 社 大 成 機 工 イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 641 3.50 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 (信託口) 511 2.78 
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 459 2.50 
株 式 会 社 り そ な 銀 行 335 1.82 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口) 330 1.80 

 （注）1. 当社は自己株式3,092千株を保有しておりますが、上記には含めておりません。 
2. 上記の持株数は株主名簿に基づき記載しております。 
3. 持株比率は、自己株式（3,092千株）を控除して計算しております。 

 
（5）その他株式に関する重要な事項 
 該当事項はありません。 

 
3. 会社の新株予約権等に関する事項（平成30年５月31日現在） 
 該当事項はありません。 
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4. 会社役員に関する事項 
（1）取締役および監査役（平成30年５月31日現在） 
 

地     位 氏        名 担当および重要な兼職状況 
代表取締役社長 松  原    正  
専 務 取 締 役 三  田  志 津 雄 海外推進室長兼経営企画室担当 
常 務 取 締 役 滝  口  和  彦 管理本部長兼安全品質統括部担当 
常 務 取 締 役 斉  藤  貴  之 バルブ事業本部長 

取  締  役 小  村    武 公益財団法人資本市場振興財団理事長 
ＪＣＲファーマ株式会社社外監査役 

取  締  役 安  部  公  己 安部公己法律事務所所長 
常 勤 監 査 役 軽  部    茂  
監  査  役 笠  松  重  保 株式会社パスコ社外監査役 

監  査  役 関  口    博 

関口博法律事務所所長 
株式会社ジェイ・インターナショナル
社外監査役 
株式会社ジェイ・エスコムホールディ
ングス社外取締役 

監  査  役 武  内  正  一 武内公認会計士税理士事務所所長 
 （注）1. 取締役 小村 武、安部公己の両氏は、社外取締役であります。 

2. 監査役 笠松重保、関口 博、武内正一の各氏は、社外監査役であります。 
3. 取締役 小村 武、安部公己、監査役 笠松重保、関口 博、武内正一の各氏は、株式会社東京証券
取引所の有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員であります。 

4. 監査役 武内正一氏は、公認会計士、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度
の知見を有しております。 

5. 当社は、執行役員制度を導入しており、各執行役員は次のとおりであります。 
上席執行役員 宮 川 多 正 バルブ事業本部副本部長兼埼玉製造所長兼製造企画室長 
上席執行役員 志 賀 孝 之 北関東支店長兼営業店営業強化担当 
上席執行役員 絹 笠  淳 環境事業本部長兼環境ソリューション事業部長 
上席執行役員 皆 方  護 環境事業本部副本部長（プラント建設、民需担当） 

兼環境プロジェクト管理室長兼環境Ｒ＆Ｄ推進室長 
上席執行役員 神 田 礼 司 管理本部副本部長兼経営企画室長兼経理部長 
執 行 役 員 前 田  司 大阪支店長 
執 行 役 員 篠 崎 長 洋 環境事業本部プラント建設事業部長兼機電設計部長 
執 行 役 員 井 上 照 孝 法務・監査部長 
執 行 役 員 大河原昭男 バルブ事業本部バルブ事業部長兼海外推進室部長 
執 行 役 員 馬 郡  浩 安全品質統括部長兼安全管理部長 
執 行 役 員 手 塚 正 三 バルブ事業本部埼玉製造所副所長兼製造部長 
執 行 役 員 菊 地 和 信 管理本部人事部長 
執 行 役 員 都 倉  剛 東京支店長 
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（2）責任限定契約の内容の概要 
 取締役 小村 武、安部公己、常勤監査役 軽部 茂、監査役 笠松重保、関口 博、武
内正一の各氏と当社とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令が規定している最低責任限度額としております。 

 
（3）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額 
 

区     分 支  給  人  員 
（名） 

役  員  報  酬 
（百万円） 

取 締 役 10 153 
監 査 役 4 28 
合 計 
（社  外  役  員） 

14 
（5） 

182 
（23） 

 （注）1. 使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まれておりません。 
2. 取締役の報酬限度額は、平成19年８月30日開催の第61回定時株主総会において年額200百万円以内 
(ただし、使用人分給与は含まない｡) と決議いただいております。 

3. 監査役の報酬限度額は、平成19年８月30日開催の第61回定時株主総会において年額40百万円以内
と決議いただいております。 
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（4）社外役員に関する事項 
① 他の法人等との重要な兼職の状況および当社と当該重要な兼職先との関係 

 
地   位 氏   名 重要な兼職状況 当社との関係 

取 締 役 小 村   武 
公益財団法人資本市場振興財団理事長 特別の関係はありません。 
ＪＣＲファーマ株式会社社外監査役 特別の関係はありません。 

取 締 役 安 部 公 己 安部公己法律事務所所長 特別の関係はありません。 
監 査 役 笠 松 重 保 株式会社パスコ社外監査役 特別の関係はありません。 

監 査 役 関 口   博 

関口博法律事務所所長 特別の関係はありません。 
株式会社ジェイ・インターナショナル社
外監査役 特別の関係はありません。 

株式会社ジェイ・エスコムホールディン
グス社外取締役 特別の関係はありません。 

監 査 役 武 内 正 一 武内公認会計士税理士事務所所長 特別の関係はありません。 
 
② 当事業年度における主な活動状況 

 
地   位 氏   名 主な活動状況 

取 締 役 小 村   武 
当期開催の取締役会14回全てに出席し、わが国の経済運営や金融に携わ
った長年の経験と企業経営に関する豊富な知見を有しており、必要に応
じ経営的な見地から発言を行っております。 

取 締 役 安 部 公 己 当期開催の取締役会14回全てに出席し、必要に応じ弁護士としての専門的見地から発言を行っております。 

監 査 役 笠 松 重 保 当期開催の取締役会14回全てに、監査役会13回全てに出席し、必要に応じ経営的な見地から発言を行っております。 

監 査 役 関 口   博 当期開催の取締役会14回全てに、監査役会13回全てに出席し、必要に応じ弁護士としての専門的見地から発言を行っております。 

監 査 役 武 内 正 一 
当期開催の取締役会14回全てに、監査役会13回全てに出席し、必要に
応じ公認会計士、税理士としての専門的見地から発言を行っておりま
す。 
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5. 会計監査人に関する事項 
（1）会計監査人の名称 
 ＳＫ東京監査法人 

 
（2）会計監査人の報酬等および監査役会が同意した理由 
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 

32百万円 
② 当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

32百万円 
 （注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記金額は合計額で記載しております。  
③ 監査役会が同意した理由 
 会計監査人であるＳＫ東京監査法人から説明を受けた当事業年度の監査計画に係る監
査時間・配員計画から見積もられた報酬額の算定方法は、タイムチャージ方式によるも
ので、監査業務と報酬との対応関係が詳細かつ明瞭であることから、合理的であると判
断いたしました。 

 
（3）非監査業務の内容 
 該当事項はありません。 

 
（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる
ときは、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、会計監査人解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解
任した旨と解任の理由を報告いたします。 
 監査役会は、次のいずれかに該当し、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必
要があると判断したときは、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に係る議案
の内容を決定いたします。 
① 会社法、公認会計士法等の法令違反により処分を受けた場合 
② 会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等の要素の観点から監査を遂
行するに不十分であると判断された場合 

③ 監査契約を継続しない旨の通知を受けた場合 
 
（5）責任限定契約の内容の概要 
 該当事項はありません。 
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6. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要 
（1）内部統制システムに係る基本方針 

 当社および子会社から成る企業集団は、業務の適正と効率を確保するために必要な体制
（以下、内部統制システムという）が適正に整備、運用されていることが良質な企業統治
体制の確立のために必要不可欠であることを認識し、会社法、金融商品取引法および株式
会社東京証券取引所が定める上場ルール、ならびに企業が反社会的勢力による被害を防止
するための指針（犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）等に基づき、以下のとおり、内部統制
システムに係る基本方針を定め、この方針の下で同システムの整備、運用を図ります。 
 当社および子会社から成る企業集団は、社会経済情勢その他環境の変化に応じて適時適
切に見直しを行い、その充実を図ってまいります。 
① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
（コンプライアンス体制） 

（ア）当社は、取締役および使用人に対し、法令および定款、社内諸規程を厳格に遵守し、
社会規範にもとることのない誠実かつ公正な職務執行のための要諦である企業行動規
範（私たちの行動ルール）を浸透させる。 
当社は、コンプライアンス委員会規程を根拠規程として、代表取締役社長および役付
取締役、社外の弁護士を以って社内遵法体制推進の最高機関であるコンプライアンス
委員会を設置し、これに当社事業活動の法令および定款、社内規程との整合、企業倫
理に係る重要施策の決定、取締役および使用人への周知徹底と教育、内部者通報の受
理、発生事案に対する原因の究明、未然防止および再発防止の徹底等の機能を果たさ
せ、倫理法令遵守を重視する企業風土を醸成する。 
当社は、コンプライアンス委員会事務局である法務・監査部（法務担当）に、法務相
談管理規程に基づき、各分掌業務所管組織部署からの法務相談を取り扱う役割を果た
させ、当社事業活動におけるコンプライアンス上の疑義によるリスクの顕在化および
拡大の未然防止と早期の問題事案把握、対策実施を講じる。 

（イ）当社は、内部監査規程に基づき、法務・監査部（監査担当）に、内部監査部門として
執行部門からの独立性を確保して内部監査を実施させ、その結果を代表取締役社長に
報告させ、早期の問題事案把握、対策実施を講じる。 

（ウ）当社は、取締役および使用人が、不正の行為または法令および定款、社内規程に違反
する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実を発見した場合、直ちに
職制を通じて代表取締役社長および取締役会に報告させ、あわせて遅滞なく監査役に
報告させ、早期の問題事案把握、対策実施を講じる。 
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（エ）当社は、企業倫理ヘルプライン規程に基づき企業倫理ヘルプライン（内部者通報シス
テム）を設置し、取締役および使用人による不正の行為または法令もしくは定款、社
内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実について、
通常の職制ルートを介さずにコンプライアンス委員会へ報告できる体制を敷き、コン
プライアンス体制の機能を補完する。 

（オ）監査役は、コンプライアンス体制に問題があると認めるときは、取締役および使用人
に対して意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制（情報保存管理体制） 
当社は、取締役の職務の執行に係る情報について、法令および文書管理規程に基づき、
その保存媒体に応じて、定められた期間の適切かつ確実に検索性の高い状態での保存、
および期間満了後の廃棄に至るまでを管理する。 
なお、保存中の当該情報は閲覧謄写可能な状態を維持する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制） 
（ア）当社は、当社の業務執行に係るリスクに係る合理的な管理体制として、リスクマネジ

メント委員会規程を根拠規程とするリスクマネジメント委員会を設置する。 
同委員会は、代表取締役社長および役付取締役を以って構成し、当社企業価値の向上、
事業の持続性に資する。 

（イ）当社は、経営に重大な影響を与える事態が生じた場合には、リスク管理規程に基づき、
代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、社外の弁護士等の外部アドバイザ
リーチームと連係し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限に止め
る。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（効率的職務執行体
制） 

（ア）当社は、取締役会規程に基づき、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保
するため、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。 
取締役会において審議される事項については、取締役会の開催に先立ち、経営会議規
程に基づき構成される経営会議において起案者を出席させ議論を行い、その過程を経
て取締役会に対し当該事項を議案として上程する。 
取締役会は、経営資源の適正かつ合理的な配分等を考慮の上、審議事項の議決を行う。 
また、取締役会では、定期的に取締役が担当する職務執行状況の報告を為し、取締役
の相互においてその妥当性および効率性の監督を行う。 

（イ）当社は、取締役会の決定事項について、組織規程、執行役員規程、職務権限規程、業
務分掌規程および各業務規程に基づき、担当の職務執行者の権限と責任を明らかにし、
組織的かつ効率的に執行を図る。 
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⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（グルー
プ会社管理体制） 

⑤－１．子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
当社は、関連企業管理規程に基づき、子会社の事業運営について、その自主性を尊
重しつつ、当社における合議・承認事項および当社に対する報告事項等を明確にし、
その執行状況をモニタリングする。 
取締役は、子会社において、不正の行為または法令および当該子会社の定款、社内
規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実を発見した
場合、代表取締役社長および取締役会に報告し、あわせて遅滞なく監査役に報告す
る。 

⑤－２．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
（ア）当社は、リスクマネジメント委員会規程を根拠規程として設置するリスクマネジ

メント委員会に、子会社の業務執行に係るリスクを含めた、合理的なリスク管理
体制としての機能を持たせ、企業価値の向上、事業の持続性に資する体制を構築
する。 

（イ）当社は、子会社の経営に重大な影響を与える事態が生じた場合には、リスク管理
規程に基づき、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、社外の弁護士
等の外部アドバイザリーチームと連係し、迅速な対応を行い、子会社の損害の拡
大を防止し、これを最小限に止める。 

⑤－３．子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（ア）当社は、子会社が子会社の取締役会規程に基づき、子会社取締役会を月１回定時

に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催することを以って、子会社の取締
役の職務の執行が効率的に行われることを確保する。 
子会社取締役会において審議される一定の事項については、子会社取締役会の開
催に先立ち、当社と起案者が議論を行い、子会社は当社の合議または承認を得る。
この過程を経て、子会社は子会社取締役会に対し当該事項を議案として上程し、
経営資源の適正かつ合理的な配分等を考慮の上、審議事項の議決を行う。 
また、子会社取締役会では、定期的に子会社の各取締役が担当する職務執行状況
の報告を為し、子会社取締役の相互においてその妥当性および効率性の監督を行
う。 

（イ）当社は、子会社取締役会の決定事項について、子会社における組織規程、職務権
限規程、業務分掌規程および各業務規程に基づき、子会社に担当の職務執行者の
権限と責任を明らかにさせ、組織的かつ効率的な執行の監督を行う。 
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⑤－４．子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制 

（ア）当社は、子会社の取締役および使用人に対し、法令および定款、社内諸規程を厳
格に遵守し、社会規範にもとることのない誠実かつ公正な職務執行のための要諦
である企業行動規範（私たちの行動ルール）を浸透させる。 
当社は、子会社のコンプライアンス委員会規程を根拠規程として、子会社取締役
全員を以って構成する社内遵法体制推進の最高機関であるコンプライアンス委員
会を設置し、これに子会社事業活動の法令および定款、社内規程との整合、企業
倫理に係る重要施策の決定、取締役および使用人への周知徹底と教育、内部者通
報の受理、発生事案に対する原因の究明、未然防止および再発防止の徹底等の機
能を果たさせ、倫理法令遵守を重視する企業風土を醸成する。 
当社は、法務・監査部（法務担当）に、子会社の法務相談管理規程に基づき、各
分掌業務所管組織部署からの法務相談を取り扱う役割を果たさせ、子会社事業活
動におけるコンプライアンス上の疑義によるリスクの顕在化および拡大の未然防
止と早期の問題事案把握、対策実施を講じる。 

（イ）当社は、内部監査規程に基づき、法務・監査部（監査担当）に、内部監査部門と
して執行部門からの独立性を確保して子会社の内部監査を実施させ、その結果を
当社および子会社の代表取締役社長に報告させ、早期の問題事案把握、対策実施
を講じる。 

（ウ）当社は、子会社の取締役および使用人が、不正の行為または法令および定款、社
内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実を発見
した場合、直ちに職制を通じて当社代表取締役社長および当社監査役に報告させ、
早期の問題事案把握、対策実施を講じる。 

（エ）当社は、子会社の企業倫理ヘルプライン規程に基づき子会社に企業倫理ヘルプラ
イン（内部者通報システム）を設置し、子会社の取締役および使用人による不正
の行為または法令もしくは定款、社内規程に違反する重大な事実、その他コンプ
ライアンス上疑義のある事実について、通常の職制ルートを介さずに子会社コン
プライアンス委員会へ報告できる体制を敷き、コンプライアンス体制の機能を補
完する。 

（オ）当社および子会社監査役は、コンプライアンス体制に問題があると認めるときは、
子会社の取締役および使用人に対して意見を述べるとともに、改善策の策定を求
めることができる。 
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項ならびに監査役の当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（ア）当社は、監査役が監査役監査基準に基づく監査役職務を補助すべき使用人を置く必要
があるとした場合、監査役との協議の上、法務・監査部（監査担当）をその職務を補
助すべき使用人として指名する。 

（イ）当社は、監査役が当該使用人をその職務を補助すべき使用人とする期間中、その指揮
命令を監査役に委譲し、取締役の指揮命令系統から独立させる。 

（ウ）当社は、監査役が、当該使用人をその職務を補助すべき使用人とする期間中、当該使
用人に取締役の職務執行に係る一切を兼務させず、かつ、当該使用人の人事考課およ
び異動に際しては、監査役の同意を要することとする。 

⑦ 監査役への報告に関する体制 
⑦－１．取締役・使用人が監査役に報告をするための体制 
（ア）当社は、監査役会への報告管理規程に基づき、取締役および使用人に対して、当

社の業務または業績に影響を与える重要な事項を把握した際は、監査役からの要
求がない場合であっても、速やかに監査役会に報告する義務を課す。 
取締役は、取締役会においてもあわせて監査役に対しての報告の機会をもつ。 
上記にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役および使用人に対し
て報告および説明を求めることができる。 

（イ）当社は、企業倫理ヘルプライン規程に基づく企業倫理ヘルプライン（内部者通報
システム）の運用を図ることにより、不正の行為または法令および定款、社内規
程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実について、
監査役への適切な報告を確保する。 

⑦－２．子会社の取締役・監査役・使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社監
査役に報告をするための体制 

（ア）当社は、監査役会への報告管理規程および関連企業管理規程に基づき、子会社の
取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者に対して、当
該子会社の業務または業績に影響を与える重要な事項を把握した際は、当社監査
役からの要求がない場合であっても、速やかに当社監査役会に報告する義務を課
す。 
子会社取締役は、当該子会社取締役会において当該子会社監査役に対する報告の
機会があり、当該子会社監査役を通じて当社監査役へ報告することもできる。 
上記にかかわらず、当社監査役はいつでも必要に応じて、子会社の取締役、監査
役および使用人に対して報告および説明を求めることができる。 

（イ）当社は、子会社の企業倫理ヘルプライン規程に基づく企業倫理ヘルプライン（内
部者通報システム）の運用を図ることにより、当該子会社における不正の行為ま
たは法令および定款、社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス
上疑義のある事実について、当社監査役への適切な報告を確保する。 
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⑦－３．監査役に報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制 
当社は、監査役監査基準および監査役会への報告管理規程の趣旨に基づき、監査
役に対する報告が通常の職制ルートによるものであるか否かを問わず、監査役に
報告をしたことを理由として、当該報告者（その所属が当社であるか子会社であ
るかを問わない｡）に対し、作為不作為、有形無形を問わず一切の不利益な取扱
いをしない。 

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 
当社は、監査役が法令および監査役監査基準に基づく監査役の職務を執行することで生
ずる費用の前払または支出した費用や利息の償還、負担した債務の弁済を請求したとき
は、その費用等が監査役の職務の執行に必要でないことを証明しない限り、これを負担
する。 

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
当社は、監査役の監査の実効性を高めるため、監査役による取締役および使用人（子会
社の取締役・監査役・使用人を含む）からの個別ヒヤリングの機会、ならびに、監査役
による代表取締役社長、会計監査人、内部監査部門のそれぞれとの間の定期的な意見交
換の機会を設ける。 

⑩ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 
（ア）当社は、金融商品取引法および内閣府令が要請する財務計算に関する書類その他の情

報の信頼性と適正性を確保する体制について、必要かつ適切なシステムを整備し、運
用する。 

（イ）取締役会は、それらが適切に整備および運用されていることを監督する。 
（ウ）監査役は、それらの整備および運用状況を監視し検証する。 
⑪ 反社会的勢力による被害を防止するための体制 
（ア）当社および子会社から成る企業集団は、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力

に対して、毅然とした態度で組織的に対処し、あらゆる関係を遮断する。 
（イ）当社および子会社から成る企業集団は、当社法務・監査部（法務担当）を反社会的勢

力との関係遮断のための統括部署とし、マニュアルの策定、研修を実施させ、発生事
案については、当事者部署と連係し臨機に対応させる。 
加えて、各営業店等に暴力団対策法に基づく不当要求防止責任者を設置し、連係を図
る。 

（ウ）当社および子会社から成る企業集団は、反社会的勢力による不当要求につき、適切な
拒絶、排除対応を図るため、平素より所轄の警察署や暴力追放推進センター、法律顧
問等の外部専門機関との緊密な関係を確保し、情報の共有を図る。 
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（2）当社における基本方針の運用状況の概要 
 当社および子会社から成る企業集団が整備している内部統制システムにおける当期（平
成29年６月１日から平成30年５月31日まで）の運用状況の概要は、以下のとおりです。 
① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
（コンプライアンス体制） 
当社は、取締役および使用人に対し、企業行動規範（私たちの行動ルール）をコンプラ
イアンス研修会の開催等により周知させ、浸透させている。 
また、コンプライアンス委員会規程を根拠規程として、コンプライアンス委員会を２ヵ
月に１回以上定例的に開催しており、当期は６回開催した。 
コンプライアンス委員会事務局である法務・監査部（法務担当）は、法務相談管理規程
に基づき、各分掌業務所管組織部署からの法務相談を取り扱う役割を果たしており、当
社事業活動におけるコンプライアンス上の疑義によるリスクの顕在化および拡大の未然
防止と早期の問題事案把握に努めている。 
法務・監査部（監査担当）は、内部監査規程に基づき、内部監査部門として執行部門か
らの独立性を確保して内部監査を実施するとともに、その結果を代表取締役社長に報告
するなど、早期の問題事案把握に努めている。 
加えて、当社は、企業倫理ヘルプライン規程に基づき企業倫理ヘルプライン（内部者通
報システム）を設置し、取締役および使用人による不正の行為または法令もしくは定款、
社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実について、
通常の職制ルートを介さずにコンプライアンス委員会へ報告できる体制を敷き、コンプ
ライアンス体制の機能を補完している。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制（情報保存管理体制） 
当社は、取締役の職務の執行に係る情報について、法令および文書管理規程に基づき、
その保存媒体に応じて、定められた期間の適切かつ確実に検索性の高い状態での保存、
および期間満了後の廃棄に至るまでを適正に管理している。 
加えて、保存中の当該情報を閲覧謄写可能な状態で適正に維持している。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制） 
当社は、リスクマネジメント委員会規程を根拠規程として、リスクマネジメント委員会
を２ヵ月に１回以上定例的に開催しており、当期は６回開催した。 
同委員会は、代表取締役社長および役付取締役を以って構成し、当社企業価値の向上、
事業の持続性に資する議論を展開している。 
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（効率的職務執行体
制） 
当社は、取締役会規程に基づき、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて
適宜臨時に開催しており、当期は14回開催した。 
取締役会において審議される事項については、取締役会の開催に先立ち、経営会議規程
に基づき構成される経営会議において起案者を出席させ議論を行い、取締役会に対し当
該事項を議案として上程している。 
その過程を経て、取締役会は、経営資源の適正かつ合理的な配分等を考慮の上、審議事
項の議決を行っている。 
また、取締役会では、定期的に取締役が担当する職務執行状況の報告を為し、取締役の
相互においてその妥当性および効率性の監督を行っている。 
取締役会の決定事項については、組織規程、執行役員規程、職務権限規程、業務分掌規
程および各業務規程に基づき、担当の職務執行者の権限と責任を明らかにし、組織的か
つ効率的にその執行を図っている。 

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（グルー
プ会社管理体制） 

⑤－１．子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
当社は、関連企業管理規程に基づき、子会社の事業運営について、その自主性を
尊重しつつ、当社における合議・承認事項および当社に対する報告事項等を明確
にし、その執行状況をモニタリングしている。 

⑤－２．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
当社は、リスクマネジメント委員会規程を根拠規程として設置するリスクマネジ
メント委員会において、子会社の業務執行に係るリスクも含めて取り扱うことに
より、合理的なリスク管理体制を構築している。 

⑤－３．子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
当社は、子会社の取締役会規程に基づき、月１回定時のほか、必要に応じた適宜
臨時も含めて当期20回の子会社取締役会の開催を以って、子会社の取締役の職
務の執行が効率的に行われることを確保している。 
子会社取締役会において審議される一定の事項については、子会社取締役会の開
催に先立ち、当社と起案者が議論を行い、子会社は当社の合議または承認を得る
こととし、この過程を経て、子会社は子会社取締役会に対し当該事項を議案とし
て上程し、経営資源の適正かつ合理的な配分等を考慮の上、審議事項の議決を行
っている。 
また、子会社取締役会では、定期的に子会社の各取締役が担当する職務執行状況
の報告を為し、子会社取締役の相互においてその妥当性および効率性の監督を行
っている。 
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当社は、子会社取締役会の決定事項について、子会社における組織規程、職務権
限規程、業務分掌規程および各業務規程に基づき、子会社に担当の職務執行者の
権限と責任を明らかにさせ、組織的かつ効率的な執行の監督を行っている。 

⑤－４．子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制 
当社は、子会社の取締役および使用人に対し、企業行動規範（私たちの行動ルー
ル）をコンプライアンス研修会の開催等により周知させ、浸透させている。 
また、子会社のコンプライアンス委員会規程を根拠規程として、子会社において
もコンプライアンス委員会を開催しており、当期は３回開催した。 
当社法務・監査部（法務担当）は、子会社の法務相談管理規程に基づき、各分掌
業務所管組織部署からの法務相談を取り扱い、子会社事業活動におけるコンプラ
イアンス上の疑義によるリスクの顕在化および拡大の未然防止と早期の問題事案
把握に努めている。 
当社法務・監査部（監査担当）は、内部監査規程に基づき、内部監査部門として
執行部門からの独立性を確保して子会社の内部監査を実施するとともに、その結
果を当社および子会社の代表取締役社長に報告するなど、早期の問題事案把握に
努めている。 
加えて、当社は、子会社の企業倫理ヘルプライン規程に基づき子会社に企業倫理
ヘルプライン（内部者通報システム）を設置し、子会社の取締役および使用人に
よる不正の行為または法令もしくは定款、社内規程に違反する重大な事実、その
他コンプライアンス上疑義のある事実について、通常の職制ルートを介さずに子
会社コンプライアンス委員会へ報告できる体制を敷き、コンプライアンス体制の
機能を補完している。 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項ならびに監査役の当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
当社は、監査役が監査役監査基準に基づく監査役職務を補助すべき使用人を置く必要が
あるとした場合、監査役との協議の上、法務・監査部（監査担当）をその職務を補助す
べき使用人として指名することとし、監査役が当該使用人をその職務を補助すべき使用
人とする期間中、その指揮命令を監査役に委譲し、取締役の指揮命令系統から独立させ
ることとしている。 
監査役が当該使用人をその職務を補助すべき使用人とする期間中、当該使用人に取締役
の職務執行に係る一切を兼務させないこととし、かつ、当該使用人の人事考課および異
動に際しては、監査役の同意を要することとして、当該使用人に対する指示の実効性を
適正に確保している。 
なお、当期において、監査役から監査役職務を補助すべき使用人を置く必要があるとの
申し出を受けていない。 
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⑦ 監査役への報告に関する体制 
⑦－１．取締役・使用人が監査役に報告をするための体制 

当社は、監査役会への報告管理規程に基づき、取締役および使用人に対して、当
社の業務または業績に影響を与える重要な事項を把握した際は、監査役からの要
求がない場合であっても、速やかに監査役会に報告する義務を課している。 
加えて、取締役が、取締役会においてもあわせて監査役に対して報告する機会を
確保しており、監査役がいつでも必要に応じて、取締役および使用人に対して報
告および説明を求めることができる体制も確保している。 
また、企業倫理ヘルプライン規程に基づく企業倫理ヘルプライン（内部者通報シ
ステム）の運用を図ることにより、不正の行為または法令および定款、社内規程
に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実について、監
査役へ適切に報告する体制を確保している。 

⑦－２．子会社の取締役・監査役・使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社監
査役に報告をするための体制 
当社は、監査役会への報告管理規程および関連企業管理規程に基づき、子会社の
取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者に対して、当
該子会社の業務または業績に影響を与える重要な事項を把握した際は、当社監査
役からの要求がない場合であっても、速やかに当社監査役会に報告する義務を課
している。 
加えて、子会社取締役が、当該子会社取締役会において当該子会社監査役に対し
て報告する機会を確保しており、当該子会社監査役を通じて当社監査役に報告す
ることができ、かつ、当社監査役がいつでも必要に応じて、子会社の取締役およ
び使用人またはこれらの者から報告を受けた者に対して報告および説明を求める
ことができる体制も確保している。 
また、当社は、子会社の企業倫理ヘルプライン規程に基づく企業倫理ヘルプライ
ン（内部者通報システム）の運用を図ることにより、当該子会社における不正の
行為または法令および定款、社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライ
アンス上疑義のある事実について、当社監査役へ適切に報告する体制を確保して
いる。 

⑦－３．監査役に報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制 
当社は、監査役監査基準および監査役会への報告管理規程の趣旨に基づき、監査
役に対する報告が通常の職制ルートによるものであるか否かを問わず、監査役に
報告をしたことを理由として、当該報告者（その所属が当社であるか子会社であ
るかを問わない）に対し、作為不作為、有形無形を問わず一切の不利益な取扱い
をしていない。 
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⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 
当社は、監査役の職務執行について生じる費用を支弁するための相当額を年度予算に計
上しており、監査役が法令および監査役監査基準に基づき執行される監査役職務で生ず
る費用の前払または支出した費用や利息の償還、負担した債務の弁済につき、その費用
等が監査役の職務の執行に必要でないことを証明しない限り、これを適正に負担してい
る。 

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
当社は、監査役（会）が定期的および随時に実施する取締役および使用人（子会社の取
締役・監査役・使用人を含む）に対する個別ヒヤリングならびに定期的に実施する代表
取締役社長との意見交換につき、全面的に協力している。 
また、監査役および子会社監査役・会計監査人・内部監査部門（法務・監査部（監査担
当)）との三様監査体制を通じて、監査役監査が実効的に行われるよう適正に対応して
いる。 

⑩ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 
当社は、財務報告に係る内部統制の有効性評価活動管理規程に基づき、内部統制評価委
員会を定例的に開催しており、当期は９回開催した。同委員会は、財務計算に関する書
類その他の情報の信頼性と適正性を確保する体制の整備と運用の状況について、厳格な
評価を実施している。当該評価結果等については、会計監査人による監査および取締役
会による検証、監査役監査を経て、法令所定の手続きにより、内部統制報告書として適
正に開示している。 

⑪ 反社会的勢力による被害を防止するための体制 
当社および子会社から成る企業集団は、反社会的勢力対応の組織的対処のための統括部
署を当社法務・監査部（法務担当）とし、各営業店等には暴力団対策法に基づく不当要
求防止責任者を設置し、緊密な連係体制を構築している。 
当社法務・監査部（法務担当）は、当社および子会社から成る企業集団の各部門部署に
対して、不当要求対策のマニュアルを提供するとともに、実務者研修を実施し、社会秩
序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、毅然とした態度で組織的に対処し、あ
らゆる関係を遮断している。 
当社法務・監査部（法務担当）は、平素より所轄の警察署や暴力追放推進センター、法
律顧問等の外部専門機関との緊密な関係を確保し、反社会的勢力に関する情報の共有を
適正に図っている。 

 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
（注） 本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年５月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

31,732
21,700
7,049
5,240
3,147
2,047
2,164
1,355
162
533
△1

10,031
7,002
2,117
754
438
3,613
78
57

2,971
2,749
20
5
25
180
△10

（負 債 の 部） 14,844
流 動 負 債 11,554
支払手形及び買掛金 2,900
電 子 記 録 債 務 3,411
１年内償還予定の社債 290
１年内返済予定の長期借入金 746
リ ー ス 債 務 15
未 払 金 632
未 払 法 人 税 等 171
前 受 金 2,121
工 事 損 失 引 当 金 176
完成工事補償引当金 74
そ の 他 1,015

固 定 負 債 3,290
社 債 408
長 期 借 入 金 1,553
リ ー ス 債 務 53
退職給付に係る負債 905
長 期 未 払 金 69
繰 延 税 金 負 債 299
（純 資 産 の 部） 16,887

株 主 資 本 16,228
資 本 金 5,233
資 本 剰 余 金 4,794
利 益 剰 余 金 7,207
自 己 株 式 △1,008

その他の包括利益累計額 659
その他有価証券評価差額金 659

資 産 合 計 31,732 負債及び純資産合計 31,732
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連 結 損 益 計 算 書
（平成

平成
29
30
年
年
６
５
月
月
１
31
日から
日まで）

科 目 金 額
百万円

売 上 高 28,612
売 上 原 価 22,457
売 上 総 利 益 6,155
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,084
営 業 利 益 1,070
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 64
助 成 金 収 入 36
業 務 受 託 料 17
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 26
そ の 他 の 収 益 13 159

営 業 外 費 用
支 払 利 息 32
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 7
そ の 他 の 費 用 11 51

経 常 利 益 1,177
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0 0

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 22
減 損 損 失 16
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 13 52

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,125
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 266
法 人 税 等 調 整 額 △32 234

当 期 純 利 益 890
親会社株主に帰属する当期純利益 890
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連結株主資本等変動計算書
（平成

平成
29
30
年
年
６
５
月
月
１
31
日から
日まで）

株 主 資 本
その他の
包括利益
累 計 額 純資産

合 計
資本金 資 本

剰余金
利 益
剰余金 自己株式 株主資本

合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 5,233 4,794 6,463 △1,008 15,484 440 15,924
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △146 △146 △146
親会社株主に帰属する当期純利益 890 890 890
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
株 主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 218 218

当 期 変 動 額 合 計 － － 744 △0 744 218 962
当 期 末 残 高 5,233 4,794 7,207 △1,008 16,228 659 16,887
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貸 借 対 照 表
（平成30年５月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
従 業 員 貸 付 金
関 係 会 社 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

27,633
17,557
3,305
1,445
2,875
3,490
2,047
2,131
1,353
42
133
734
△2

10,075
6,991
1,907
202
740
14
434
3,613
78
53
40
13

3,030
2,749
114
2
17
5

150
△10

（負 債 の 部） 12,123
流 動 負 債 9,439
支 払 手 形 1,482
買 掛 金 799
電 子 記 録 債 務 2,733
１年内償還予定の社債 200
１年内返済予定の長期借入金 580
リ ー ス 債 務 14
未 払 金 575
未 払 賞 与 267
未 払 法 人 税 等 94
前 受 金 1,801
預 り 金 567
工 事 損 失 引 当 金 176
完成工事補償引当金 59
そ の 他 86

固 定 負 債 2,683
社 債 200
長 期 借 入 金 1,385
リ ー ス 債 務 51
退 職 給 付 引 当 金 679
長 期 未 払 金 68
繰 延 税 金 負 債 299
（純 資 産 の 部） 15,509

株 主 資 本 14,850
資 本 金 5,233
資 本 剰 余 金 4,794
資 本 準 備 金 4,794
利 益 剰 余 金 5,830
利 益 準 備 金 561
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,268
固定資産圧縮積立金 151
別 途 積 立 金 2,300
繰 越 利 益 剰 余 金 2,817

自 己 株 式 △1,008
評価・換算差額等 659
その他有価証券評価差額金 659

資 産 合 計 27,633 負債及び純資産合計 27,633
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損 益 計 算 書
（平成

平成
29
30
年
年
６
５
月
月
１
31
日から
日まで）

科 目 金 額
百万円

売 上 高 21,381
売 上 原 価 17,430
売 上 総 利 益 3,951
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,029
営 業 損 失 78
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 708
受 取 技 術 料 65
そ の 他 の 収 益 97 873

営 業 外 費 用
支 払 利 息 28
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 7
そ の 他 の 費 用 9 45

経 常 利 益 748
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0 0

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 22
減 損 損 失 16
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 13 52

税 引 前 当 期 純 利 益 695
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △117
法 人 税 等 調 整 額 △25 △143

当 期 純 利 益 839
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株主資本等変動計算書
（平成

平成
29
30
年
年
６
５
月
月
１
31
日から
日まで）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 5,233 4,794 4,794 561 153 2,300 2,122 5,137
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △146 △146
当 期 純 利 益 839 839
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の
取 崩 （ 当 期 分 ） △2 2 －
自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 － － － － △2 － 695 692
当 期 末 残 高 5,233 4,794 4,794 561 151 2,300 2,817 5,830
　

株 主 資 本 評価・換算差額等 純 資 産
合 計自 己 株 式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 △1,008 14,157 440 14,598
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △146 △146
当 期 純 利 益 839 839
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の
取 崩 （ 当 期 分 ） － －
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 218 218
当 期 変 動 額 合 計 △0 692 218 911
当 期 末 残 高 △1,008 14,850 659 15,509
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 
  

独立監査人の監査報告書  
平成 30年７月 11日 

 
前 澤 工 業 株 式 会 社 
 取 締 役 会 御中 

 
Ｓ Ｋ 東 京監査法人 
 
指 定 社 員 
業務執行社員  公認会計士 升 岡   昇 ㊞

 
指 定 社 員 
業務執行社員  公認会計士 熊 野   充 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、前澤工業株式会社の平成29年６月１日から平
成30年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい
る。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、前澤工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
 

以 上   
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 
  

独立監査人の監査報告書  
平成 30年７月 11日 

 
前 澤 工 業 株 式 会 社 
 取 締 役 会 御中 

 
Ｓ Ｋ 東 京監査法人 
 
指 定 社 員 
業務執行社員  公認会計士 升 岡   昇 ㊞

 
指 定 社 員 
業務執行社員  公認会計士 熊 野   充 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、前澤工業株式会社の平成29年６月１日
から平成30年５月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。  計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。  監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属
明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含ま
れる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。  監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。  利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。  

以 上  
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監査役会の監査報告書   監 査 報 告 書  
 当監査役会は、平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。  
1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容 
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を
受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。 

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。 
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通お
よび情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。  
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。  

2. 監 査 の 結 果 
（1）事業報告等の監査結果 
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果 
会計監査人ＳＫ東京監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。 

（3）連結計算書類の監査結果 
会計監査人ＳＫ東京監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。  

 平成30年７月12日  
前澤工業株式会社 監査役会 

常勤監査役  軽 部   茂 ㊞
監 査 役  笠 松 重 保 ㊞
監 査 役  関 口   博 ㊞
監 査 役  武 内 正 一 ㊞ 

（注） 監査役笠松重保、監査役関口博および監査役武内正一は、会社法第２条第16号および第335条第３項に
定める社外監査役であります。   

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 
 第１号議案 剰余金の処分の件 

厳しい事業環境のなかで、当事業年度の業績は添付書類の事業報告に記載のとおりと
なりました。当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつと考えてお
り、経営基盤の充実ならびに将来の事業展開のために必要な内部留保も勘案し、株主の
皆様へ継続的に配当を行うことを基本方針としております。当期の期末配当につきまし
ては、業績および上記基本方針を勘案し、１株につき普通配当４円とし、これに創業
80周年記念配当２円を加え、下記のとおり１株につき６円の期末配当をいたしたいと
存じます。 
なお、平成30年２月に中間配当として１株につき４円をお支払い申しあげましたの
で、当期の年間配当は１株につき10円となります。 
 
  期末配当に関する事項 
（１）配当財産の種類 

金銭 
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式 １株につき金６円 総額110,000,232円 
（３）剰余金の配当が効力を生じる日 

平成30年８月31日 
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 第２号議案 取締役６名選任の件 
現在の取締役６名は、本定時株主総会終結の時をもって全員任期満了となりますので、
社外取締役２名を含む取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。 
取締役候補者は、次のとおりであります。 

 
候補者 
番 号 

ふ  り  が  な 
氏     名 
（生 年 月 日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職状況 

１ 

【再任】 
 

まつ ばら  ただし 

松 原   正 
（昭和30年９月23日生） 

 
 

【在任年数】 
12年 

【所有する当社株式の数】 
50,200株 

【取締役会への出席状況】 
14/14回（100％） 

昭和53年４月 当社入社 
平成15年４月 当社環境事業本部環境システム事業部 

下水道営業部長 
平成16年４月 当社環境事業本部環境システム事業部 

下水道営業部長兼環境事業本部国際部長 
平成17年４月 当社環境事業本部環境システム事業部長 

兼環境プラント営業部長 
 兼環境事業本部国際部長 
平成17年６月 当社執行役員環境事業本部環境システム事業部長 
 兼環境プラント営業部長兼環境事業本部国際部長 
平成18年８月 当社取締役環境事業本部環境システム事業部長 
 兼環境プラント営業部長兼環境事業本部国際部長 
平成18年９月 当社取締役営業統括本部環境システム事業部長 

兼国際部長 
平成19年２月 当社代表取締役社長（現任） 

【取締役候補者とする理由】 
平成19年２月に代表取締役社長に就任以来11年間にわたり、事業環
境が激変する中で、当社の経営の舵取りを担ってきました。持続的に
発展し社会に貢献し続けられる企業グループをめざし、平成30年度を
初年度とする中期３ヵ年経営計画（2018年度～2020年度）をスター
トさせ、リーダーシップを発揮し経営を主導しております。 
営業および海外分野での豊富な経験を活かし、当社の成長、発展のた
めに経営を主導していくことを期待し、引き続き取締役候補者とする
ものです。 
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候補者 
番 号 

ふ  り  が  な 
氏     名 
（生 年 月 日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職状況 

２ 

【再任】 
 

み た し づ お 

三 田 志津雄 
（昭和31年１月９日生） 

 
 

【在任年数】 
10年 

【所有する当社株式の数】 
22,100株 

【取締役会への出席状況】 
14/14回（100％） 

平成７年１月 当社入社 
平成16年４月 当社企画調査室長 
平成17年４月 当社経営企画室長 
平成19年６月 当社執行役員経営企画室長 
平成20年８月 当社取締役経営企画室長 
平成21年４月 当社取締役経営企画室長兼国際部担当 
平成22年６月 当社取締役管理本部副本部長 
 兼経営企画室長兼国際部担当 
平成23年４月 当社取締役管理本部副本部長 
 兼経営企画室長兼海外推進室長 
平成23年８月 当社取締役管理本部長兼海外推進室長 
平成25年８月 当社常務取締役経営管理本部長兼海外推進室長 
平成26年８月 当社専務取締役海外推進室長 
平成27年８月 当社専務取締役事業統括本部長兼海外推進室長 
平成30年４月 当社専務取締役海外推進室長 
 兼経営企画室担当（現任） 

【取締役候補者とする理由】 
全社的な経営戦略の立案と構造改革、海外市場の開拓など海外事業を
推進したほか、環境・バルブ部門において事業を推進してまいりまし
た。 
営業・技術および開発で培った経験と海外事業推進を担当した経験を
活かし、経営計画達成のため、経営を主導していくことを期待し、引
き続き取締役候補者とするものです。 
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候補者 
番 号 

ふ  り  が  な 
氏     名 
（生 年 月 日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職状況 

３ 

【再任】 
 

たき ぐち かず ひこ 

滝 口 和 彦 
（昭和29年９月28日生） 

 
 

【在任年数】 
７年 

【所有する当社株式の数】 
22,960株 

【取締役会への出席状況】 
14/14回（100％） 

昭和55年４月 当社入社 
平成18年４月 当社管理本部経理部長 
平成20年６月 当社執行役員管理本部経理部長 
平成23年８月 当社取締役経営企画室長 
 兼管理本部経理部長 
平成25年４月 当社取締役経営企画室長 
平成25年８月 当社取締役経営管理本部経営企画室長 
平成26年８月 当社常務取締役経営管理本部長 
 兼経営企画室長 
平成27年１月 当社常務取締役経営管理本部長 
 兼経営企画室長兼安全管理室担当 
平成30年４月 当社常務取締役管理本部長 
 兼安全品質統括部担当（現任） 

【取締役候補者とする理由】 
コーポレートガバナンスの充実や財務体質の強化など、経営基盤の強
化を推進してきました。 
管理部門における豊富な経験を活かし、経営計画達成のため、経営を
主導していくことを期待し、引き続き取締役候補者とするものです。 

４ 

【再任】 
 

さい とう たか ゆき 

斉 藤 貴 之 
（昭和28年９月27日生） 

 
 

【在任年数】 
７年 

【所有する当社株式の数】 
15,800株 

【取締役会への出席状況】 
14/14回（100％） 

昭和54年４月 当社入社 
平成16年３月 当社岡山営業所長 
平成18年６月 当社広島支店長 
平成19年４月 当社大阪支店長 
平成20年６月 当社執行役員大阪支店長 
平成22年６月 当社執行役員バルブ事業本部埼玉製造所副所長 
平成23年８月 当社取締役バルブ事業本部バルブ事業部長 
平成25年８月 当社取締役事業統括本部副本部長 
 (バルブ事業担当) 
平成28年８月 当社常務取締役事業統括本部副本部長 
 (バルブ事業担当) 
平成30年４月 当社常務取締役バルブ事業本部長（現任） 

【取締役候補者とする理由】 
バルブ事業における営業力の強化を進めるとともに、製販一体による
利益体質強化を主導してきました。 
営業・生産部門での豊富な経験を有し、経営計画達成のため、経営を
主導していくことを期待し、引き続き取締役候補者とするものです。 
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候補者 
番 号 

ふ  り  が  な 
氏     名 
（生 年 月 日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職状況 

５ 

【再任】 
 

こ むら  たけし 

小 村   武 
（昭和14年９月２日生） 

 
 

【在任年数】 
６年 

【所有する当社株式の数】 
5,700株 

【取締役会への出席状況】 
14/14回（100％） 

昭和38年４月 大蔵省入省 
平成５年６月 大蔵省大臣官房長 
平成７年５月 大蔵省主計局長 
平成９年７月 大蔵事務次官 
平成13年１月 日本政策投資銀行総裁 
平成20年４月 公益財団法人ソルト・サイエンス研究財団理事長 
平成20年６月 株式会社商船三井社外取締役 
平成24年８月 当社取締役（現任） 
平成26年１月 公益財団法人資本市場振興財団理事長（現任） 
平成29年６月 ＪＣＲファーマ株式会社社外監査役（現任） 

【取締役候補者とする理由】 
社外役員となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませ
んが、わが国の経済運営や金融に携わった長年の経験と企業経営に関
する豊富な知見を有しており、経営的な見地から社外取締役としての
職務を適切に遂行できると判断し、引き続き社外取締役候補者とする
ものです。 

６ 

【再任】 
 

あ べ ひろ み 

安 部 公 己 
（昭和37年２月15日生） 

 
 

【在任年数】 
３年 

【所有する当社株式の数】 
19,100株 

【取締役会への出席状況】 
14/14回（100％） 

 
平成４年４月 弁護士登録 
平成７年７月 安部公己法律事務所所長（現任） 
平成18年８月 当社監査役 
平成27年８月 当社取締役（現任） 

 
【取締役候補者とする理由】 
社外役員となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませ
んが、弁護士としての長年の経験と豊富な知見を有しており、社外取
締役の職務を適切に遂行できると判断し、引き続き社外取締役候補者
とするものです。 
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（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 
2. 小村 武、安部公己の両氏は、社外取締役候補者であります。 
3. 候補者小村 武、安部公己の両氏は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に定
める独立役員に該当すると判断しております。 

4. 候補者小村 武、安部公己の両氏と当社とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、再任が承認された場合、当該契約を継続いた
します。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定している最低責任限度額としており
ます。 

5. 候補者小村 武氏が株式会社商船三井の社外取締役として在任中の平成26年３月18日に、公正取引
委員会が特定自動車運送業務に関して複数の事業会社に下した排除措置命令および課徴金納付命令に
おいて、株式会社商船三井は独占禁止法に違反する行為があったと認定されました。同氏は、本件事
実が発覚するまでその事実を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会等において法令遵守を
徹底するよう適宜発言しておりました。本件事実の認識後、同氏は違反行為の排除および内部統制シ
ステムの整備に関して適時適切に助言、指示し、再発防止を実施しておりました。 

 
以 上 
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株主総会会場ご案内図 

 

 

 
ロイヤルパークホテル ３階「ロイヤルホール」 

東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号 
電話 （03）3667－1111 

 

＜交通のご案内＞ 
東京メトロ・半蔵門線……………… 水天宮前駅に直結 (４番出口)
東京メトロ・日比谷線……………… 人形町駅下車徒歩 約５分 (Ａ２出口)
都営浅草線…………………………… 人形町駅下車徒歩 約８分 (Ａ３出口)

 
 

 
 


